
「国と地方の協議」(平成２６年秋)規制の特例措置に関する協議結果 内閣府地方創生推進室

担当省庁 担当課 根拠法令等 対応 実施時期 スケジュール 根拠法令や規制の趣旨
担当省庁の見解

（自治体の提案を実施した場合の社会的弊害、
考え得る代替措置や対応策等を含む）

対応 理由等 内閣府コメント 内閣府整理

1回目 Ｄ ― ―

機能性関与成分によって健康の維持及び増進に
資する特定の保健の目的（疾病リスクの低減に係
るものを除く。）が期待できる旨を科学的根拠に基
づいて容器包装に表示をする食品（特別用途食
品、栄養機能食品、アルコールを含有する飲料等
を除く）であって、必要な事項を消費者庁長官に届
け出たもの

食品表示基準（案）に抵触するものではなく、併記は制限されない。 a

　回答については承知しました。
　今後、協議内容を踏まえ、機能性表示食品との併記にかかる北海
道食品機能性表示制度運用要綱等の改正を進めて参ります。
今後とも北海道食品機能性表示制度の運用に際し、御指導・御助言
の程、宜しくお願い致します。

　消費者庁から現行制度で対応可能であるとの見解が示され、自治体の提案は実現可
能となったため、協議を終了する。 ⅲ

2回目

1回目 Ｄ ― ― ―

　景品表示法及び健康増進法において、事業者が表示の裏付けとな
る合理的な根拠の開示により、消費者が自主的かつ合理的に選択で
きることは適切な対応と考えられます。表示内容やその根拠が事実と
異なっていない場合や、消費者に誤認を与えない場合には、「臨床試
験論文のｗｅｂサイト掲載箇所を食品に表示する行為」を両法では何
ら禁止しているものではありません。

a

　回答については承知しました。
　今後、リンクを行う論文の内容が健康増進法、景品表示法等、特に
「いわゆる健康食品に関する景品表示法及び健康増進法上の留意
事項について」を踏まえ、担当部局と判断方法について相談の上、
現行法の範囲内で実施可能なスキームを検討します。
引き続き、御指導・御助言の程、宜しくお願い致します。

　消費者庁から現行制度で対応可能であるとの見解が示され、自治体の提案は実現可
能となったため、協議を終了する。 ⅲ

2回目

1回目 Ｄ ― ― ―

　Ｗｅｂサイトに掲載される臨床試験論文の内容が、食品で認められ
る範囲内（医薬品的効能効果を標ぼうしない範囲内）であれば、医薬
品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に
抵触しない。

a

　回答については承知しました。
　今後、リンクを行う論文の内容が医薬品医療機器法上の「医薬品
的効能効果を標ぼうしない範囲内」であることの判断について、担当
部局と判断方法について相談の上、現行法の範囲内で実施可能な
スキームを検討します。
引き続き、御指導・御助言の程、宜しくお願い致します。

　厚生労働省から現行制度で対応可能であるとの見解が示され、自治体の提案は実現
可能となったため、協議を終了する。 ⅲ

2回目

消費者庁
消費者庁表
示対策課

景品表示法、健康増進
法、食品衛生法

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  　　  　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　  　  　　　【整理フラグ欄内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を
　　詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの

北海道フード・コ
ンプレックス国際
戦略総合特区

26201
「機能性表示食品」（仮
称）と「北海道食品機
能性表示制度」の併記

食品表示基準（パブリックコメント時点での案）
第２条第１項第１０号に掲げる「機能性表示食
品」（仮称）の要件を満たした食品上におい
て、先に特区提案を行い協議が整った「北海
道食品機能性表示制度」の併記を可能とす
る。
ただし、双方の制度において、科学的根拠は
同一の成分を対象とするものに限る。

【政策課題】
「北海道食品機能性表示制度」につ
いては、規制緩和を伴わない現行
制度内で構築された制度であり、効
能効果表示ができないことが、消費
者にとってわかりにくく、また企業に
とってメリットに欠けるといった点が
制度活用上の課題となっている。
【解決策】
「北海道食品機能性表示制度」の効
果効能表示の実現を図ることによ
り、消費者の商品選択に資する情
報提供の充実が図られ、また企業
の制度活用が促進されることで食
の付加価値向上に資する。

消費者庁
消費者庁食
品表示企画
課

食品表示基準（パブリッ
クコメント時点での案）
第２条第１項第１０号に
掲げる「機能性表示食
品」（仮称）

特区名
整理
番号

提案事項名 提案事項の具体的内容 政策課題とその解決策

担当省庁の見解

【担当省庁の見解における対応欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示

Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討回数

厚生労働省

厚生労働省
医薬食品局
監視指導・麻
薬対策課

医薬品医療機器法

北海道フード・コ
ンプレックス国際
戦略総合特区

26202
食品の有用性（機能
性）表示制度の見直し

①健康人を対象として
②健康の維持増進を目的として
③さらに適切に実施された試験結果に基づく
いわゆるエビデンスのある
臨床試験論文のWebサイト掲載カ所を食品に
表示する行為が、薬事法第２条第１項におけ
る「人の機能に影響を及ぼすこと」に該当せ
ず、薬事法に抵触しないような法運用の実
施。
併せて、上記行為が薬事法、食品衛生法、景
品表示法、健康増進法に規定する誇大広告
に当たらないことの確認。

【政策課題】
「北海道食品機能性表示制度」につ
いては、規制緩和を伴わない現行
制度内で構築された制度であり、効
能効果表示ができないことが、消費
者にとってわかりにくく、また企業に
とってメリットに欠けるといった点が
制度活用上の課題となっている。
【解決策】
「北海道食品機能性表示制度」の効
果効能表示の実現を図ることによ
り、消費者の商品選択に資する情
報提供の充実が図られ、また企業
の制度活用が促進されることで食
の付加価値向上に資する。
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1回目 Ｚ

提案者からの
具体的な代替
措置の検討の
進捗状況によ
る。

提案者からの具
体的な代替措置
の提案を受けた
のち、要望に沿う
ことができるか否
かを再度検討。

昭和40年代以降の公害防止の社会的要請を受
け、有害物質等の計測を実施する事業者に関し、
第三者機関として当該計測を適切に実施する必
要があるとの認識のもと、計測能力の向上及び信
頼性の確保を図ることを目的に環境計量証明事
業の登録制度を創設。

　計量法における「計量証明」とは、法定計量単位により物象の状態
の量を計り、その結果に関し、業務上他人に真実である旨を表明する
ことであり、反復継続して行う場合は「計量証明事業」に該当する。し
たがって、農協等が農地の土壌分析を行い、その分析値を農業者に
示すことは、計量証明に該当し、当該分析を反復継続して行う場合
は、計量証明事業に該当するため、都道府県知事への計量証明事業
としての登録が必要となる。また、当該分析結果の数字をもとに農家
が自己判断で肥料をどれだけ購入するのかを決定している以上、正
確な計量が求められる。
　加えて、環境計量証明の創設された趣旨に鑑みれば、正確な計量
は不可欠である。したがって、農協等の実施する土壌分析を計量証
明事業から除外するのであれば、環境関連法規・環境分析測定方法
に精通し、事業所内の環境分析測定の管理・監督を行う環境計量士
なしにどのように正確な計量を担保するのか、環境汚染等に対する消
費者等の懸念にどのように対応するのか等に関して何らかの代替措
置が必要。
　今後、提案自治体から上記代替措置の提案を待った上で、再度農
協等が実施する土壌分析を計量証明事業から除外できるか否かの
検討を行うこととする。

ａ 代替措置について、別途提案する。
　提案の実現に向けて自治体は計量証明事業と同等の正確性、信頼性を有する代替措
置について検討する必要がある。一旦協議を終了するが、上記代替措置について検討
した上で、次回以降に経済産業省と改めて協議を行うこと。

ⅴ

2回目

1回目 Ｅ ― ―

農地中間管理機構に対し農地を貸し付けた地域
及び個人を支援することにより、農地中間管理機
構を活用した担い手への農地集積・集約化を加速
する。

　農地の売却代金を得ている売り主に対して直接的な財政支援を講
じることは、個人の資産形成を支援することにつながるので、これを行
うのは困難。
　なお、農林水産省としても、北海道のように、農地の売買価格が収
益還元価格に近い地域においては、売買による農地の集積・集約化
が円滑に進むようにしていく必要があると考えているため、
①　知事の判断で機構が売買事業を行えるようにするとともに、
②　農地を譲渡した場合の譲渡所得税の800万円の特別控除等の税
制・金融面での支援を行っているところであり、
これらの支援を活用頂きたい。

ｄ

　「担当省庁の見解」には一定の理解はするものの、北海道のよう
に、農地の売買価格が収益還元価格に近い地域においては、売買
による農地の集積・集約化が円滑に進むようにしていく必要があると
いう課題は農林水産省にも理解頂いていると認識している。農業経
営コストの増加や生産力向上の阻害要因等となっている賃貸借農地
の削減は当地域農業者の大きな課題であることから、農地中間管理
事業の影響など今後の動向を検証し、本提案についてさらなる検討・
論点整理を行い必要に応じて再度協議をお願いしたい。また、中間
管理事業によらず農地の売買が円滑に進むような方策について相談
させていただきたい。

農林水産省から農地売買事業を機構集積金の対象とすることは個人の資産形成を支援
することとなるため対応は困難との見解が示されたことから、一旦協議を終了するが、
自治体は農地中間管理事業の影響等を検証し、さらに検討を行った上で、必要に応じて
次回以降に農林水産省と改めて協議を行うこと。

ⅴ

2回目

農林水産省
経営局農地
政策課

農地中間管理事業の
推進に関する法律

農地集積・集約化対策
事業実施要綱

農業経営基盤強化促
進法

農地売買支援事業実
施要綱

北海道フード・コ
ンプレックス国際
戦略総合特区

26206
農地中間管理機構が
行う農地中間管理事
業の適用拡大

農地中間管理機構の農地売買等事業も機構
集積協力金の対象とする。

今年度から導入された農地中間管
理機構は、担い手農業者への農地
集積・集約化の目的は同じであるも
のの、主として賃貸借事業を対象と
しており、精算コストの縮減、農地
の地力を高める投資や適正管理を
促進し、将来の安定した農業生産を
確保するためには、所有権移転を
進める必要がある。

農林水産省

北海道フード・コ
ンプレックス国際
戦略総合特区

26203
農地の土壌分析に対
する計量証明事業の
登録に係る規制緩和

農協等が行う土壌分析は、農業者が適正施
肥を行うための営農指導の一環であり、ま
た、分析値の使用も農業者が自己責任にお
いて、自作地の施肥量を決定するという限定
的なものである。さらに簡易な測定に基づく、
簡便な分析値であっても利用可能であること
から、計量法が求める有資格者による厳格な
分析値を担保する必要性が乏しいことから、
計量法施行令第28条第１号「大気、水又は土
壌中の物質の濃度」に、ただし書きとして農協
等が行う農地の土壌分析を適用除外とするよ
う、規制緩和を求めるものである。

現行の制度においては、農協等が
計量証明事業の登録（環境計量士
の配置義務等）を行わなければ、農
業者に分析値の提示ができず、計
量法が求める有資格者による厳格
な分析値を担保する必要性が乏し
いことから、計量法施行令第28条第
１号「大気、水又は土壌中の物質の
濃度」に、ただし書きとして農協等が
行う農地の土壌分析を適用除外と
するよう、規制緩和されることが望
ましい。

経済産業省

経済産業省
産業技術環
境局
基準認証ユ
ニット
計量行政室

計量法第１０７条第２号

計量法施行令第２８条
第１号


